
第９５号 答  申 

 

 

第 1 審査会の結論 

名古屋市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象とな 

る行政文書が存在しないことを理由として行った非公開決定は、妥当である。 

 

第 2 異議申立てに至る経過 

1 平成21年 6月19日、異議申立人は、名古屋市情報公開条例（平成12年名古

屋市条例第65号。以下「条例」という。）に基づき、実施機関に対し、名古

屋市○○区○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○（以下「本件

宅地」という。）の宅地造成山林掘削開発工事（以下「本件工事」という。）

に係る書類の公開請求（以下「本件公開請求」という。）を行った。 

 

2 同年 7月 2日、実施機関は、本件公開請求に対して、請求の対象となる行

政文書が存在しないことを理由として、非公開決定（以下「本件処分」とい

う。）を行い、その旨を異議申立人に通知した。 

 

3 同月13日、異議申立人は、本件処分を不服として、名古屋市長に対して異

議申立てを行った。 

 

第 3 異議申立人の主張 

  1 異議申立ての趣旨 

  本件処分を取り消す、との決定を求めるものである。 

 

 2 異議申立ての理由 

異議申立人が異議申立書、反論意見書及び口頭による意見の陳述で主張し

ている異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。 

(1) 本件宅地に係る宅地開発行為の中断、放置に基づく近隣土地への侵食、

崩落による被害を解明するための書類が、台帳として保存されていると聞

いている。その現存している台帳等の本件関連資料の全面公開を求める。 

 

(2) 裁判所に依頼した文書送付嘱託が認められ、実施機関より裁判所に提出

された台帳を裁判所で謄写し、すでに入手した。しかし、市においては単

に昭和61年 3月31日以前の文書であるという理由のみで非公開とされ、裁

判所職権という特殊な方法を用いなければ入手できなかったことは残念な
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ことである。 

 

(3) 台帳は入手したが、その他にも行政文書があるのであれば、その公開を

求める。 

 

第 4 実施機関の弁明 

実施機関の弁明は、おおむね次のとおりである。 

昭和61年 4月 1日以降に作成された、本件工事に係る宅地造成等規制法

（昭和36年法律第91号）に基づく宅地造成に関する許可申請書始め関連文書

は存在しない。 

ただし、昭和42年度当時に作成された、申請書の受付日、許可日等を記載

した宅造台帳（以下「本件台帳」という。）は存在するが、本件台帳は昭和

61年 3月31日以前に作成されており、条例附則第 2項により条例の対象外で

ある。 

 

第 5 審査会の判断 

1 争点 

本件異議申立ての対象となる行政文書の有無が争点となっている。 

 

  2 本件異議申立ての対象となる行政文書について 

(1) 異議申立人が請求している行政文書は、本件工事に係る文書である。 

 

(2) 宅地造成に係る手続 

宅地造成の許可を受けようとする者は、宅地造成に関する工事の許可申

請書に、施行位置図、地形図等の図面及び書類を添付して、事務担当課で

ある住宅都市局建築指導部開発指導課（以下「開発指導課」という。）に

提出する。開発指導課は、当該申請を受け付けると、宅造台帳に記載した

後、審査の上、許可書を交付する。 

造成工事が施行され、一定段階に至ると、開発指導課の職員が中間検査

を行い、造成工事が竣工すると、宅地造成の許可を受けた者は、完了検査

申請書を開発指導課に提出する。完了検査後、検査済証が交付される。 

これらの手続において作成又は取得される文書の保存期間は、宅造台帳

は30年、許可申請書を始めとする宅造台帳以外の文書はそれぞれ 5年であ

る。 

 

(3) 昭和61年 4月 1日以降の文書について 
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条例附則第 2項により、昭和61年 4月 1日以降に作成又は取得した文書

が、条例による公開請求の対象となる。本件工事に係る手続は、本件台帳

の記載から、昭和43年 3月12日になされたものと認められる。本件公開請

求は、本件工事に係る書類の公開を求めるものであることから、その対象

は、本件工事に係る許可申請がなされた昭和42年度当時のみならず、その

後に作成又は取得した文書一切を含む趣旨であると解される。 

そこで、当審査会において、条例の対象となる昭和61年 4月 1日以降に

作成又は取得された本件工事に係る文書の有無を確認したところ、本件工

事に関し、指導等が行われた記録はなかった。 

したがって、昭和61年 4月 1日以降には、請求の対象となる行政文書を

作成又は取得していないと認められる。 

 

(4) 昭和61年 3月31日以前の文書について 

実施機関が述べているように、許可申請書の受付日、許可日等を記載し

た本件台帳のみが現存していることから、本件工事は昭和42年度当時に許

可されたことが判明している。ただし、宅造台帳は、年度ごとに作成され

るものであって、本件台帳は保存期間の30年を過ぎているものの、廃棄処

分がなされていない行政文書である。 

しかし、本件台帳は、昭和61年 3月31日以前に作成されているので、上

記 (3)で述べたとおり、条例により公開請求の対象となる行政文書には該

当しない。なお、本件工事に係る許可申請書を始めとする本件台帳以外の

文書については、保存期間の 5年を経過しており、廃棄されたものと認め

られる。 

 

(5) 以上のことから、本件異議申立ての対象となる行政文書は、存在しない

と認められる。 

 

   3 上記のことから、「第 1 審査会の結論」のように判断する。 

 

第 6 審査会の処理経過 
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年 月 日 処   理   経   過 

平成21年 7月23日 諮問書の受理 

    7月28日 実施機関に弁明意見書を提出するよう通知 

8月21日 実施機関の弁明意見書を受理 

8月27日 異議申立人に弁明意見書の写しを送付 



併せて、弁明意見書に対する反論があるときは反論

意見書を、口頭での意見陳述を希望する場合は意見陳

述申出書を提出するよう通知 

9月 3日 異議申立人の反論意見書及び意見陳述申出書を受理 

平成22年 2月 9日 

（第110回審査会） 

調査審議 

実施機関の意見を聴取 

4月13日 

（第112回審査会） 

調査審議 

異議申立人の意見を聴取 

5月11日 

（第113回審査会） 

調査審議 

6月 4日 答申 
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